
九州大学伊都診療所放射線障害予防規程  

平成３０年度九大規程第９５号 

制  定：平成３１年 １月３１日 

最終改正：令和 ２年 ３月３１日 

（令和元年度九大規程第１５９号） 

（趣旨） 

第１条 この規程は、電離放射線障害防止規則（昭和４７年労働省令第４１号。以下「電離則」

という。）及び九州大学放射線障害予防規則（平成１６年度九大規則第８１号)並びに医療法

（昭和２３年法律第２０５号）の規定に基づき、伊都診療所（以下「診療所」という。）にお

ける放射線障害の防止に関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。  

(1) Ｘ線発生装置 放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６７号。以

下「法」という。）第２条第４項に定める放射線発生装置以外のＸ線又は電子線を発生する

装置（加速電圧が１，０００キロボルト未満の電子顕微鏡を除く。）をいう。 

(2) 取扱施設 Ｘ線発生装置を取り扱う施設をいう。  

(3) 取扱者 Ｘ線発生装置の取扱い、管理又はこれに付随する業務（以下「取扱等業務」と

いう。）に従事する者をいう。 

（所長）  

第３条 伊都診療所長（以下「所長」という。）は、診療所における放射線管理及び施設・設備

管理を総括し、放射線障害の防止に努めなければならない。  

２ 所長及び取扱者の所属する部局の長（以下「所属部局長」という。）は、放射線管理、健康

管理及び被ばく線量管理等の放射線障害の防止に関する事項について、連絡調整を行うもの

とする。 

（安全委員会）  

第４条 診療所の放射線障害の防止に関し必要な事項を調査審議するため、伊都診療所放射線

安全委員会（以下「安全委員会」という。）を置く。  

第５条 安全委員会は、委員長及び次に掲げる委員をもって組織する。  

(1) 第７条第１項に規定するＸ線取扱主任者  

(2) Ｘ線発生装置を管理する診療所の教員  

(3) 総務部環境安全管理課長  

(4) その他委員長が必要と認めた者  

２ 委員長は、所長をもって充てる。  

３ 委員長は、安全委員会を招集し、その議長となる。  

４ 第１項第２号及び第４号に掲げる委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委

員に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。  

第６条 安全委員会の事務は、総務部環境安全管理課において行う。  

（Ｘ線取扱主任者）  

第７条 診療所の放射線障害の防止について監督を行わせるため、Ｘ線取扱主任者（以下「主



任者」という。）を置く。  

２ 主任者は、診療所の教員とする。  

３ 主任者は、診療所における放射線障害の防止について、関係法令及びこの規程に定めると

ころにより、次に掲げる職務を行う。  

(1) 放射線障害防止のための重要な計画への参画に関すること。  

(2) 関係法令に基づく申請、届出、報告等の審査に関すること。  

(3) 立入検査等の立会いに関すること。  

(4) 事故時及び危険時等における対策及び措置並びに原因調査への参画に関すること。  

(5) 所長に対し意見を具申すること。  

(6) 使用状況、施設、記帳等の監査に関すること。  

(7) 取扱者に対する助言及び指示に関すること。  

(8) 安全委員会の開催を求めること。  

(9) 診療所における放射線障害の防止に努めること。  

(10) その他放射線障害の防止に係る必要事項に関すること。  

４ 主任者が旅行、疾病その他の事故により、その職務を行うことができないときは、その期

間中、その職務を代行させるため、主任者となる資格を有するもののうちから、主任者の代

理者を置くものとする。  

（意見の尊重）  

第８条 所長は、放射線障害の防止に関し、主任者の意見を尊重しなければならない。  

（施設管理担当者）  

第９条 所長は、取扱施設の維持及び管理業務を行わせるため、施設管理担当者を置くものと

する。  

（施設・設備等の点検）  

第１０条 所長は、放射線障害の防止のため取扱施設及びこれに付随する設備の保全の状態、

保護具、防護用測定器等の点検を行わなければならない。  

２ 施設管理担当者は、取扱施設の点検を６月を超えない期間ごとに１回行い、その結果を所

定の様式により、所長に報告しなければならない。  

３ 前項の規定にかかわらず、地震、火災等の災害が起こった場合には、当該取扱施設の点検

を行い、その結果を所長に報告しなければならない。ただし、地震時においては、震度４以

上を目安に点検を行うものとする。  

４ 所長は、前３項の点検又は報告により、取扱施設等の維持及び管理のため必要があると認

めるときは、修理等必要な措置を講じなければならない。  

第１１条 所長は、Ｘ線発生装置の点検を１年を超えない期間ごとに行い、その結果について

記録を作成し、これを保存しなければならない。  

（取扱施設の新設又は改廃）  

第１２条 取扱施設の新設又は改廃に当たっては、所長は、放射線障害防止の面に関して総長

に協議しなければならない。  

２ 前項の新設又は改廃が完成し、又は完了したときは、所長は、その旨を総長に通知しなけ

ればならない。  

（取扱施設への立入り及び管理区域）  



第１３条 取扱施設に立ち入る者は、関係法令又はこの規程に定めるところにより、所長又は

主任者の指示に従わなければならない。  

２ 見学等のため一時的に取扱施設に立ち入る者は、あらかじめ所長に申し出なければならな

い。 

３ 所長は、取扱施設の目につきやすい場所に、放射線障害の防止に必要な注意事項を掲示し、

取扱施設に立ち入る者に周知させなければならない。  

４ 所長は、放射線障害の発生するおそれがある場所について、管理区域を設定するものとす

る。 

（取扱者の登録）  

第１４条 取扱等業務に従事しようとする者は、あらかじめ所属部局長の同意を得て、所長に

所定の様式により登録の申請をしなければならない。  

２ 所長は、前項の申請をした者が第２１条第３項に規定する教育訓練を受け、かつ、第２２

条に規定する健康診断において可とされた者であることを確認し、主任者の同意を得て、取

扱者として登録しなければならない。  

３ 登録の有効期間は、登録した年度内とし、更新を妨げない。  

４ 登録の更新をしようとする者は、あらかじめ所属部局長の同意を得て、その年度内に所長

に所定の様式により更新の申請をしなければならない。  

５ 所長は、前項の申請をした者を主任者の同意を得て、取扱者として登録しなければならな

い。 

６ 所長は、第３項の規定にかかわらず、登録した者及び登録を更新した者が法又はこの規程

に違反したときは、年度途中において登録の抹消を行うことができる。  

７ 所長は、登録した者及び登録を抹消した者の氏名を所属部局長及び総長に通知するものと

する。  

（使用前の手続）  

第１５条 Ｘ線発生装置を使用しようとする者は、所定の手続により所長の承認を得なければ

ならない。  

２ 所長は、前項の承認を与えるに当たっては、主任者の同意を得るものとする。  

（Ｘ線発生装置の使用）  

第１６条 取扱者がＸ線発生装置を使用する場合は、主任者の指示に従い、次に掲げる事項を

厳守して、人体の受ける放射線の量をできるだけ少なくするようにしなければならない。  

(1) 使用場所は常に整理、整頓し、必要以上の測定器・器具類を持ち込まないこと。  

(2) 経験の少ない取扱者は、単独で操作しないこと。  

(3) 使用に係るＸ線発生装置の種類等を各自所定の用紙に記録すること。  

(4) Ｘ線発生装置を運転しようとするときは、運転に先立ち使用場所の出入口前面に運転中

であることを表示すること。ただし、遠方よりこの表示を確認させる必要があるときは、

更に適当な標識を設け、かつ、必要箇所に通報すること。  

(5) 取扱者以外の者が使用場所に出入りするときは、取扱者は、運転停止中といえども必要

な指示を与えること。  

(6) Ｘ線発生装置の使用は、主任者の指導の下に行わなければならない。  

（使用後の処理）  



第１７条 取扱者は、Ｘ線発生装置の使用後は、主任者の指示に従い、次に掲げる事項を処理

しなければならない。  

(1) 使用場所を片付けること。  

(2) 実験器具及び測定機器の異常の有無を点検すること。  

(3) 放射線測定器等を返却すること。  

(4) その他主任者が必要と認める事項に関すること。  

（受入れ及び払出し）  

第１８条 Ｘ線発生装置を受け入れる場合又は払い出す場合は、所長（払い出す場合にあって

は、払出先を含む。）の許可を得なければならない。  

２ 所長は、前項の許可を与えるに当たっては、主任者の同意を得るものとする。  

（記帳）  

第１９条 所長は、次に掲げる事項を記載する帳簿を備え、確実に記帳させなければならない。  

(1) 使用に係るＸ線発生装置の種類  

(2) Ｘ線発生装置の使用の年月日、目的、方法、場所及び従事者氏名  

(3) 第２１条第１項の教育訓練の実施年月日、項目及び受講者氏名  

(4) 第１０条第２項の取扱施設の点検の実施年月日、結果及びこれに伴う措置の内容並びに

点検者氏名  

(5) その他放射線障害防止に関し必要な事項  

２ 所長は、前項の帳簿を年度ごとに整理閉鎖し、閉鎖後５年間保存しなければならない。  

（測定）  

第２０条 所長は、放射線障害の発生するおそれのある場所について、放射線の量を放射線測

定器により測定し、その結果を記録し、かつ、これを５年間保存しなければならない。  

２ 前項の放射線の量の測定は、原則として、１センチメートル線量当量率又は１センチメー

トル線量当量について行うものとする。  

３ 第１項の測定は、作業を開始する前に１回及び作業を開始した後にあっては、Ｘ線発生装

置を固定して取り扱う場合であって、取扱いの方法及び遮蔽壁その他の遮蔽物の位置が一定

しているときの放射線の量の測定を、６月を超えない期間ごとに行わなければならない。  

４ 所長は、第１項の測定結果を主任者に報告するとともに、取扱施設に立ち入る職員等に周

知させなければならない。  

５ 所長は、分解、修理又は検査のためＸ線発生装置を取り扱う者であって、１００マイクロ

シーベルトを超えて被ばくするおそれのあるものについては、その者の受けた放射線の量を

測定し、その結果から実効線量及び等価線量を算定の上、記録しなければならない。  

６ 前項の放射線の量の測定は、外部被ばくによる線量について次に定めるところにより行い、

その結果を集計し、記録すること。  

(1) 胸部（女子（妊娠する可能性がないと診断された者を除く。ただし、合理的な理由があ

るときは、この限りでない。）にあっては腹部）について、１センチメートル線量当量及び

７０マイクロメートル線量当量を測定すること。 

(2) 頭部及びけい部から成る部分、胸部及び上腕部から成る部分並びに腹部及び大たい部か

ら成る部分のうち、外部被ばくによる線量が最大となるおそれのある部分が、胸部及び上

腕部から成る部分（前号において腹部について測定することとされる女子にあっては腹部



及び大たい部から成る部分）以外の部分である場合にあっては、前号のほか当該外部被ば

くによる線量が最大となるおそれのある部分について、１センチメートル線量当量及び７

０マイクロメートル線量当量を測定すること。  

(3) 人体部位のうち、外部被ばくによる線量が最大となるおそれのある部分が、頭部、けい

部、胸部、上腕部、腹部及び大たい部以外の部位である場合にあっては、前２号のほか、

当該部位について、７０マイクロメートル線量当量を測定すること。  

７ 第５項の算定は、４月１日、７月１日、１０月１日及び１月１日を始期とする各３月間、

４月１日を始期とする１年間並びに妊娠と診断された女子にあっては妊娠と診断された時か

ら出産までの間毎月１日を始期とする１月間について、当該期間ごとに行うものとする。た

だし、妊娠と診断された女子は、遅滞なく、申出等により所属部局長に通知するものとする。  

８ 前項による実効線量の算定の結果、４月１日を始期とする１年間の実効線量が２０ミリシ

ーベルトを超えた場合は、当該１年間以降は当該１年間を含む平成１３年４月１日以降５年

間ごとに区分した期間の累積実効線量（前項により４月１日を始期とする１年間ごとに算定

された実効線量の合計をいう。）を当該期間について、毎年度集計し、集計の都度記録するこ

と。  

９ 所長は、第５項、第６項及び前項の記録を、主任者に報告するとともに、取扱施設に立ち

入った者の所属部局長に報告しなければならない。  

１０ 前項の報告を受けた所属部局長は、その写しを当該記録に係る者に対し、その都度交付

する。 

１１ 第９項の報告は、所属部局において永久保存するものとする。  

（教育訓練）  

第２１条 電離則第５２条の５第１項及び労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第５９

条に規定する教育訓練は、次に掲げるとおりとする。  

(1) Ｘ線発生装置の取扱いを開始する前に行う教育訓練（以下「Ｘ線取扱教育」という。）  

(2) 第４項に規定する教育訓練  

２ Ｘ線取扱教育は、次に掲げる項目について行う。  

(1) Ｘ線及びＸ線発生装置の安全取扱い  

(2) 電離放射線の生体に与える影響  

(3) 関係法令  

(4) 放射線障害予防規程  

３ 所長は、第１４条第１項に規定する登録を申請した者について、Ｘ線取扱教育を受けさせ

なければならない。ただし、学内外における安全教育の経歴等により、前項に掲げる項目に

ついて十分な知識及び技能を有していると主任者が認定した者については、当該項目につい

ての教育訓練の一部を省略することができる。  

４ 所長は、取扱者以外で取扱施設に立ち入る者について、取扱施設に立ち入る前に放射線障

害を防止するために必要な事項についての教育訓練を受けさせなければならない。 

（健康管理）  

第２２条 所属部局長は、取扱者（管理区域に立ち入らない者を除く。）に対し、健康管理医が

行う健康診断及び保健指導を受けさせなければならない。  

２ 健康診断の実施時期は、次に掲げるとおりとする。  



(1) 取扱施設に初めて立ち入る前  

(2) 取扱施設に立ち入った後は６月を超えない期間ごと  

３ 所属部局長は、前項の規定にかかわらず、取扱者が実効線量限度又は等価線量限度を超え

て放射線に被ばくし、又は被ばくしたおそれのあるときは、遅滞なく、その者につき健康診

断を行わなければならない。  

４ 健康診断の方法は、問診及び検査又は検診とする。  

５ 問診は、次に掲げる項目について行うものとする。  

(1) 放射線（１メガ電子ボルト未満のエネルギーを有する電子線及びＸ線を含む。第２号に

おいて同じ。）の被ばく歴の有無  

(2) 被ばく歴を有する者については、作業の場所、内容、期間、線量、放射線障害の有無そ

の他放射線による被ばくの状況 

６ 検査又は検診は、次に掲げる部位及び項目について行うものとする。  

(1) 末しょう血液中の血色素量、又はヘマトクリット値、赤血球数、白血球数及び白血球百

分率  

(2) 皮膚  

(3) 眼  

(4) その他健康管理医が定める部位及び項目  

７ 第２項第１号に規定する健康診断については、使用する線源の種類等に応じて前項第３号

に掲げる部位及び項目を省略することができる。  

８ 第２項第２号に規定する健康診断の検査又は検診の部位又は項目のうち第６項第１号から

第３号までに掲げる部位及び項目については、当該健康診断を行おうとする日の属する年度

の前年度の実効線量が５ミリシーベルトを超えず、かつ、当該健康診断を行おうとする日の

属する年度の実効線量が５ミリシーベルトを超えるおそれのない者にあっては、医師が必要

と認めるときに限りその全部又は一部を行うものとし、それ以外の者にあっては、医師が必

要でないと認めるときは、その全部又は一部を省略することができる。  

９ 所属部局長は、健康診断の結果の写しをその都度健康診断を受けた者に交付しなければな

らない。  

１０ 所属部局長は、健康診断の結果を所長に通知しなければならない。  

１１ 健康診断の結果の記録は、所属部局において永久保存するものとする。  

（放射線障害を受けた場合又は受けたおそれのある場合の措置） 

第２３条 所長は、取扱者が放射線障害を受けた場合又は受けたおそれのある場合にあっては、

その障害の程度に応じ必要な措置を講じなければならない。  

２ 所長は、見学者等が放射線障害を受けた場合又は受けたおそれのある場合にあっては、直

ちに健康診断を受けさせる等必要な措置を講じなければならない。  

３ 所長は、前２項の措置を講じた場合は、直ちに総長に報告しなければならない。  

（事故の措置）  

第２４条 取扱施設での事故を発見した者は、直ちに総務部環境安全管理課又は勤務時間外に

あっては守衛室に通報しなければならない。  

２ 前項の通報を受けた者は、応急の措置を講ずるとともに、直ちに所定の緊急時連絡網によ

り所長、主任者及び関係者に連絡しなければならない。  



３ 前項の連絡を受けた所長は、直ちに学内外の関係機関にその概要を報告するとともに、そ

の状況及びそれに対する処置を総長に報告しなければならない。  

（危険時の措置）  

第２５条 地震、火災その他の災害により、放射線障害が発生し、又は発生するおそれのある

事態を発見した者は、直ちに総務部環境安全管理課又は勤務時間外にあっては守衛室に通報

しなければならない。  

２ 前項の通報を受けた者は、応急の措置を講ずるとともに、直ちに所定の緊急時連絡網によ

り所長、主任者、総長及び関係者に連絡しなければならない。  

３ 前項の連絡を受けた所長は、直ちに学内外の関係機関にその概要を報告するとともに、総

長と協議の上、放射線障害を防止するため、直ちに必要な措置を講じなければならない。  

（法等に違反したときの措置）  

第２６条 所長は、取扱者が関係法令若しくはこの規程に著しく違反したとき又は違反するお

それのあるときは、必要な措置を講ずるとともに総長に報告するものとする。  

（雑則）  

第２７条 この規程の実施に当たり必要な事項は、安全委員会の議を経た上、所長が別に定め

る。  

附 則  

この規程は、平成３１年２月１日から施行する。 

  附 則 （令和元年度九大規程第９号） 

この規程は、令和元年６月４日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

  附 則 （令和元年度九大規程第１５９号） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 


